
平成25年9月12日

■　健全化判断比率

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

平 成 24 年 度
健 全 化 判 断 比 率 － ％ － ％ 12.1％ 54.1％

平成23年度健全化判断比率 － ％ － ％ 14.5％ 80.2％

（ 早 期 健 全 化 基 準 ） (15.00％) (20.00％) (25.0％) (350.0％)

（ 財 政 再 生 基 準 ） (20.00％) (30.00％) (35.0％)

■　資金不足比率

特 別 会 計 の 名 称

市 営 公 共 下 水 道
特 別 会 計

市 営 神 威 岳 観 光
特 別 会 計

病 院 事 業 会 計

※　資金不足比率については、資金不足額がなく比率が算定されないため「－」と表示しています。

歌志内市財政課

※　実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、赤字額がなく比率が算定されないため「－」と表示していま
す。
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－ ％
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資 金 不 足 比 率 （ 経 営 健 全 化 基 準 ）

平成24年度決算に基づく健全化判断比率等について

(参考）



（１）　実質赤字比率 －　％ （実質収支比率　5.89％）

※赤字額がなく比率が算定されないため「－」と表示しています。

ア　一般会計等の実質収支 （単位：千円）

（単位：千円）

イ　標準財政規模

うち、臨時財政対策債発行可能額

《算定方法》

実質赤字比率　＝ ×１００

健全化判断比率

　本市の健全化判断比率の各比率については、下記のとおりとなっています。

　一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率であり、これが生じた場合
には赤字の早期解消を図る必要があります。

アのＥ欄合計（※マイナスの場合のみ）

イ

391 141,794

2,403,751

116,945

合 計 4,812,277 4,670,092 142,185

歳 入 歳 出
差 引 額

翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支額

Ａ Ｂ Ｃ(A-B)

会 計 名

4,670,0924,812,277一 般 会 計

歳 入 総 額 歳 出 総 額

Ｄ Ｅ(C-D)

141,794391142,185

本市の一般会計等について、平成２４年度は実質赤字額がなかったことから、本比率につい
ては、該当なしとなっています。

地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく
平成24年度の健全化判断比率並びに資金不足比率について
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（２）　連結実質赤字比率 －　％ （連結実質収支比率　19.97％）

※赤字額がなく比率が算定されないため「－」と表示しています。

（単位：千円）

《算定方法》

連結実質赤字比率　＝ ×１００

　一般会計等に公営企業会計や国民健康保険等の会計を含めた全ての会計を対象とした実質
赤字額（または資金不足額）の標準財政規模に対する比率であり、これが生じた場合には問題
のある会計が存在することになり、その会計の赤字の早期解消を図る必要があります。

②　市営神威岳観光特別会計 0

263,186

区分

141,794

ア＋イ（※マイナスの場合のみ）

①　市営公共下水道特別会計

③　病院事業会計

④　国民健康保険特別会計 74,952

207

臨時財政対策債発行可能額を含む

ウ

⑤　後期高齢者医療特別会計

ア　一般会計等の実質収支額

備考

（１）アのＥ欄合計

資金不足がある場合はマイナス
計上

金額

イ　その他の会計の資金不足額又は資金剰余額
     の合計（①＋②＋③＋④）

2,403,751ウ　標準財政規模

338,345

0

平成２４年度は、全ての会計において実質赤字額及び資金不足額がなかったことから、本比
率については、該当なしとなっています。
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（３）　実質公債費比率 １２．１　％ （3か年平均）

（単位：千円）

ア

イ

ウ

エ

《算定方法》

実質公債費比率（単年度）　＝ ×１００

　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率であり、
18％を超えると起債発行に際し許可が必要になり、25％を超えると一部の起債発行が制限され
ます。

H23　12.22364
H22　12.92449

標準財政規模 2,403,751

１１．１８５２２％

エ－ウ

基準財政需要額に算入された公債
費及び準公債費

実質公債費比率（単年度）

（ア＋イ）－ウ

※繰上償還金を除く

公営企業債繰入金
公債費に準じる一部事務組合等負担金
公債費に準じる債務負担行為等

事業費補正、密度補正により算入された額
災害復旧費等に係る額

臨時財政対策債発行可能額を含む

359,255

302,926

442,850

準元利償還金

元利償還金（公債費充当一般財源）

金額 備考区分

平成２０年度において、実質公債費比率が早期健全化基準（２５．０％）を上回り「財政健
全化団体」に該当しましたが、平成２１年度には、分子となる元利償還金や病院事業会計、市
営公共下水道特別会計に対する公営企業準元利償還金が減少したことなどから、早期健全
化基準を下回る２３．３％となりました。

平成２３年度には１４．５％となり、起債許可団体の基準である１８％を下回り、平成２４年度
においては１２．１％まで改善しました。
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（４）　将来負担比率 ５４．１　％

（単位：千円）

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

サ

シ

ス

《算定方法》

将来負担比率　＝ ×１００

　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率であり、これらの負
債が将来の財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すものです。

1,805,861 住宅使用料

3,739,942

シ－ス

1,851,857
病院事業会計、市営公共下水道特別会計、市
営神威岳観光特別会計の繰入見込額

0

1,594,592
財政調整基金、改良・市営住宅敷金基金、歌志内ふ
るさと応援基金、過疎地域自立促進特別事業基金

0 損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額

0

2,403,751 臨時財政対策債発行可能額を含む

442,850

（ア＋イ＋ウ＋エ＋オ＋カ＋キ＋ク）－（ケ＋コ＋サ）

標準財政規模

基準財政需要額に算入された公債
費及び準公債費

設立法人の負債の額等に係る一
般会計等負担見込額

連結実質赤字額

組合等の連結実質赤字額に係る
一般会計等負担見込額

地方債の償還額等に充当可能な
基金の残高の合計額

砂川地区保健衛生組合、中空知広域水道企業
団、中・北空知廃棄物処理広域連合

1,671,460 一般会計等対象職員

債務負担行為に基づく支出予定額

一般会計等以外の特別会計に係
る地方債の償還に充てるための一
般会計等からの繰入見込額

組合が起こした地方債の償還に係
る地方公共団体の負担見込額

退職手当支給予定額に係る一般
会計等負担見込額

区分 金額

292,294

地方債の償還等に充当可能な特
定の収入

地方債の償還等に要する経費とし
て基準財政需要額に算入されるこ
とが見込まれる額

0

備考

一般会計等に係る地方債の現在高 4,386,455

平成２４年度は、繰上償還等による地方債現在高の減などにより比率は減少しましたが、依
然として将来負担額に占める地方債現在高、公営企業債等繰入見込額の比率が高いことから、
一般会計等及び公営企業会計における地方債残高が、本市の財政に与える影響が大きいこ
とを示しています。
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法適用企業（病院事業会計） －　％ （資金剰余比率　61.29％）

※　資金不足額がなく比率が算定されないため「－」と表示しています。

ア　資金不足額 （単位：千円）

※　D欄がマイナスの場合、資金不足額となる。

イ　事業の規模 （単位：千円）

《算定方法》

資金不足比率（法適用）　＝ ×１００

法非適用企業（市営公共下水道特別会計） －　％ （資金剰余比率　0.00％）

法非適用企業（市営神威岳観光特別会計） －　％ （資金剰余比率　0.00％）

※　資金不足額がなく比率が算定されないため「－」と表示しています。

ア　資金不足額 （単位：千円）

※　D欄がマイナスの場合、資金不足額となる。

イ　事業の規模 （単位：千円）

《算定方法》

資金不足比率（法非適用）　＝ ×１００
D（※マイナスの場合のみ）

G

0 150,615

E F

市 営 公 共 下 水 道 特 別 会 計 85,810

市 営 神 威 岳 観 光 特 別 会 計 150,615

会計名
営業収益の額

0 85,810

備考

G（E-F）

受 託 工 事
収 入 の 額

事業の規模

D（※マイナスの場合のみ）

G

会計名
歳入額 歳出額 算入地方債

資金不足額又
は資金剰余額

A B C D（A－B-C)

416,490 0

市 営 神 威 岳 観 光 特 別 会 計 37,859 37,859 0 0

0市 営 公 共 下 水 道 特 別 会 計 416,490

受 託 工 事
収 入 の 額

A

病 院 事 業 会 計 429,358 0 429,358

事業の規模 備考

E F G（E-F）

資金不足比率

　資金不足比率は、各公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率であり、これが生じた場
合には資金不足の早期解消を図る必要があります。

284,379 21,193 0

資金不足額又
は資金剰余額

算入地方債流動負債

263,186

流動資産
会計名

B C D（A－B-C)

病 院 事 業 会 計

会計名
営業収益の額

平成２４年度は、全ての公営企業において資金不足額がなかったことから、本比率について
は該当なしとなっています。
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